否定側第一立論

肯定側のプランから発生するデメリットは「周囲の過労」です。
プランを導入すると、子供が生まれた家庭の正規男子労働者は必ず育児休暇を取らなければなりません。すると職場では、休暇を取っている人の分、周囲の労働者の仕事の負担が増えます。企業は不況で新たな雇用をする余裕はなく、現にリストラによる人員削減まで行われている状況だからです。
人事労務管理実務者のための総合情報コミュニティウェブページにおける、平成１０年実施のリストラの実態に関する調査を引用します。
「正規従業員に対する人員削減実施割合は、過去１年以前～過去３年以内で18.7％、過去１年以内で23.2％と高まっている。（中略）人員削減の規模をみると、過去１年以前～過去３年以内では人員削減実施１企業平均56人（人員削減実施企業全正規従業員の2.4％）、過去１年以内では31人（同1.7％）となっており、１年当たりで比較すると人員削減の規模はやや拡大している。」

現に今でも、リストラで人員削減が行われている結果、残った従業員の労働時間が増えており、多くの人が仕事が多すぎると感じています。
学習院大学経済学部教授の脇坂明氏の著書２００２年「日本型ワークシェアリング」ｐ26「1999年に行われた大企業へのアンケート調査をみよう。これは旧労働省が組織した人事・労務管理研究会の企業経営・ワーキンググループ（主査：稲上毅）が1000人以上の大企業の課長とそれよりしたの社員に行った調査である。（522社、課長1236名、社員3365名：以下の数値は最初が課長、つぎが社員）。職場の人員が全体で減ったとの回答は27.0％、36.3％である。（中略）職場全体の人数に比べて「仕事の量が多すぎる」が51.3％、43.3％　（中略）「一年前と比べて実労働時間が増えた」が39.2％、33.7％」引用終了

プランによって育児休暇を取る人数が増えるので、労働時間は更に増え、従業員の負担が大きくなり、過労による労働災害が深刻化します。実際、現在起きている過労による労働災害でさえ深刻な状況です。
弁護士の岡村親宣氏の著書「過労死と労災補償」労働旬報社ｐ１４
「長時間労働ひとつをとりあげてみても、官庁統計でさえ（中略）パートを除く一般労働者の年間のそれはこれよりもはるかに多い２３６７時間（月間１９８時間）、女子でさえ２２４４時間とされており、一般男子労働者は、西ドイツ、フランスより７００時間、アメリカ、イギリスより約４００時間多く働いている実体にある。その結果、これらの労働が疲労とストレスを蓄積させ働く人びとの健康を破壊し、ストレス疾患が蔓延しているのである。」

このような深刻な状況を更に悪化させてしまうプランを実行すべきではありません。

